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政府 は 昨年 7 月 1 日 の 臨時 開 議 で 集団 的 自衛 権 の 行使 容認 を 決定 し 、 こ れ に 基づき 「 国 
際 平 和 支 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法 制 整備 法 」 を 国会 に 提出 し まし た 。 

戦後 70 年 を 迎え 、 国際 社会 や 国際 情勢 の 変化 と と も に 、 自衛 隊 の PKO 参 加 な ど 、 我 が 
到 に 求め られ る 国際 貢献 の あり 方 も 変わ っ て き て いる と は いえ 、「 憲 法 は 政府 の 行為 を 拘 東 
する 最高 法規 」 で あり 、 国 民 的 議論 を 経 ず に 憲法 の 解釈 変更 に よる 対応 を 容認 する こと は 
で きま せん 。 
今 国 会 に 提出 され て いる 「 国 際 平 和 支 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法制 整備 法 」 は 国民 の 認知 
度 が 低く 、 と て も 国民 的 議論 の うえ で 提案 され て きた と 思え ませ ん 。 政 府 に は 、 平 和 的 安 
全 関 連 法 整 備 を 急ぐ こと な く 、 国 民 的 議論 の うえ で 法 整 備 を 行う よう 、 ま た 本 法 整 備 が 国 
の あり 方 の 変更 を 伴う 重要 事項 と と ら え 、 小 手先 の 対応 で は な く 真 剣 に 取り 組む よう 、 以 
下 の と お り 要 望 し ます 。 
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記 
1 国民 的 議論 な きま ま に 提 出さ れ た 「 国 際 平和 文 援 法 」 及 び 「 平 和 安 全 法制 整備 法 」 を 
撤回 又は 廃案 と する こと 。 
2 平和 安全 関連 法 の 整備 は 、 わ が 国 の 安全 保障 に か か わる 重要 事項 と と ら え 、 国 民 の 意 
見 を 真琴 な 態度 で くみ 取り 、 充 分 な 議論 を 尽く し た うえ で 提出 し 決定 する こと 。 










































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 23 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農協 法 改定 を は じ め と し た 「 農 業 改革 」 に 関す る 意見 書 








2014 年 6 月 の 「 規 制 改革 会 議 答申 」 を 受け て 進め られ て いる 「 農 業 改革 」 の 名 に よる 農 
協 ・ 農 業 委 員 会 な どの 改革 は 、 地 域 農業 や 農協 の あり 方 に と ど ま ら ず 、 国 民 の 食料 や 地域 
の 将来 、 そ し て 協同 組合 その も の の 在り 方 に 関わ る 重大 な 問題 と 考え ます 。 

この 「 農 業 改革 」 は 、 安 倍 首相 の 「 日 本 を 世界 で 一 番 企 業 が 活躍 し や すい 国 に する 」 と 
いう 成長 戦略 の 一 環 と し て 、 競争 原理 が な じ ま な いと され て きた 医療 ・ 健 康 分 野 と 並ん で 、 
農業 を 企業 の 自由 競争 の 場 に 開放 する 政策 の 一 環 と し て 進め られ て いる も の で 、 そ の 障害 
と な る 農地 法 や 農協 、 農 業 委 員 会 を 「 岩 盤 規制 」 と 称し て 、 事 実 上 の 解体 を 目指 す も の に 
な っ て いま す 。 

TPP を 前 提 と し た 「 農 政 改 革 」 で は 、 農 政 か ら 家 族 農 業 経営 を 追い 出す 方 向 が 打ち 出 
され て お り 、 地 域 農業 と 地域 の 暮らし 、 そ し て 協同 組合 を 破壊 する こと に な っ て し まい ま 
す 。 1 CA (国際 協同 組合 同盟 ) も 協同 組合 原則 を 侵害 する も の と し て 上 茂 し く 批判 し て い 
ます 。 ま た 、 各 地 の 農 協 組 合 長 な ど 農 業 ・ 農 協 関 係 者 か ら も 批判 や 懸念 の 声 が 上 が っ て い 
ます 。 
私 た ち は 、 安 全 ・ 安 心 な 食料 を 生産 する 家族 農業 経営 を 育て 、 食 料 自 給 率 を 向上 させ る 
政策 、 そ し て 地域 農業 と 家族 農業 経営 、 地 域 の 暮らし を 支え る 農協 を 発展 させ て こそ 、 地 
域 と 地域 経済 を 活性 化す る 道 だ と 考え ます 。 

以上 の 状況 に 鑑み 、 次 の 事項 の 実現 を 強く 求め ます 。 

記 
1 農政 改革 に あたっ て は 、 国 連 も 推奨 し て いる 家族 農業 経営 も 担い 手 に 位置 づけ 、 食 料 
給 率 の 向上 を めざす も の と する こと 。 一般 企業 の 農地 取得 に 道 を 開く 農地 法 改定 や 農 

業 委員 会 の 公選 制 廃止 な ど を 止め る こと 。 

2 協同 組合 で ある 農協 の あり 方 は 、 農 協 自 身 の 改 革 を 尊重 し 、 法 的 な 措置 に よる 強制 は 
止め る こと 。 


















































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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議決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 10 日 

提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
総務 大 臣 

件 名 】 地 方 自治 体 の 医療 費 助 成 制度 に お ける 現物 給付 導入 に 係る 国庫 負担 金 削減 
の 撤廃 を 求め る 意見 書 





























地方 自治 体 が 行っ て いる 医療 費 助 成 制 度 に つい て 、 そ の 給付 方 法 の 一 つ で ある 現物 給付 

医療 機関 守口 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 済む 方 法 で す 。 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 
の 支払 い が 不 要 で ある た め 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に つなげ る こ 
が で きま す 。 ま た 、 一 方 の 給付 方 法 で ある 償 選 払い の 際 に 必要 と な る 医療 費 助成 給付 申 
書 の 手続 き が 不要 で す 。 市 町 村 に と っ て は 、 償 還 払 い に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不 
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で す 。 医 療 機関 に と っ て は 、 医療 費 助 成 給 付 申 請書 の 確認 と 診療 報酬 明細 書 (レセ プ ト ) 
の 貼付 が 不要 で す 。 
し か し 現物 給付 を 導入 すれ ば 、 ペ ナル ティ と し て 国民 健康 保険 に 係る 国 か ら の 国庫 負担 
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金 が 削減 され て し まい ます 。 な ぜ 国 は 、 住 民 の 健康 の た め に 患者 負担 を 軽減 し て いる 自治 


























体 に 対し て ペナ ル テ ィ を 科す の で し ょ うか 。 そもそも 国民 の 健康 を 守る こと は 、 日 本 国 憲 
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第 25 条 で 規定 され る よう に 国 の 責務 で は な いで し ょ うか 。 
以上 の 点 か ら 、 国 に お か れ ま し て は 、 住 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に 
る 重症 化 防 止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 に 実現 され る よう 求め ます 。 

記 
民 は 、 地 方 自治 体 の 医療 費 助 成 制 度 で 現物 給付 を 導入 し て いる 自治 体 に 対す る 国民 健 
康 保 険 に 係る 国庫 負担 金 の 削減 を や め て 下さ い 。 






























































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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金ケ崎 町 【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 10 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 、 保 健 福 祉 部 長 、 総 務 部 長 
【 件 名 】 岩手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 








県 は 医療 費 助 成 制度 の 給付 方 法 に つい て 、 就 学 前 児童 及び 妊産婦 に つい て は 2016 年 8 
月 より 現物 給付 を 導入 する 方 針 で す が 、 そ の 他 の 助成 制度 対象 者 は 償還 払い の まま で す 。 

賞 還 払い は 、 医 療 機関 を 受診 し た 際 に 窓口 で いっ た ん 法定 の 一 部 負担 金 を 支払 い 、 負 担 
上 限 額 を 超え た 分 が 後日 払い 戻さ れ ま す 。 一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 療 機関 窓 
に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 済み 、 東 北 で は 秋田 県 や 山形 県 は 全て の 制度 で 現物 
給付 を 導入 し て いま す 。 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 
上 の 支払 い が 不 要 な こと で す 。 そ の た め 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に 
つなげ る こと が で きま す 。 また 、 償 居 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助 成 給付 申請 書 の 手続 
き が 不要 で す 。 市 町 村 に と っ て は 、 償 誠に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 で す 。 医 療 機 
関 に と っ て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と 診療 報酬 明細 書 (レセ プ ト ) へ の 貼付 が 不 
要 で す 。 

以上 の 点 か ら 、 県 に お か れ ま し て は 、 県 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に 
よる 重症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 に 実現 され る よう 求め ます 。 
記 
1 県 は 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 に つい て 全て 現物 給付 と し て 下さ い 。 















































































































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 6 月 10 日 
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政府 は 、 
プラ ン 」 


年 


造 





先 】 衆 議院 議長 


2014 年 6 月 24 日 、 
を 改訂 し 、 農業 所 得 の 増大 や 農業 の 成長 産業 化 の た め に 農協 ・ 農 業 委 

















関す る 改革 の 推進 を 提起 し て いま す 。 


いま 提起 され て いる 「 農 業 改革 」 は 、 























入 の 促進 、 農業 生産 法人 要件 の 緩和 等 、 
と な る 農業 委員 会 や 農協 を 解体 

















そし て 、 い の ちの 源 























持つ 多面 的 機 


農業 委 














能 を 失い 、 地 域 を 支え る 4 
員 の 公選 制 を 廃止 し 、 地域 農業 振興 の 建議 機能 を 奪う こと は 、 農地 管理 や 農業 振 


「 規 制 改革 会 議 答 


、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
名 】 農業 ・ 農 協 改 革 に 関す る 意見 書 























農業 生産 法人 に よる 農地 の 集積 ・ 
農業 を 企業 の も うけ の 場 に 角 
し よう と いう も の で す 。 

で ある 食糧 生産 を 担う 農業 が 縮小 し 、 





」 を 受け 、「 農 林 水 産業 ・ 地 域 の 活力 創 


戸 へ を を 





























食 の 安全 ・ 
































興 に 対す る 農業 者 の 意見 表明 の 場 を 奪う こと に な り ま す 。 
また 、 農協 の あり 方 に 政治 が 介入 する こと は 、I CA (国際 協同 組合 同盟 ) も 批判 し て 














E 業 や 雇用 





を 春 う こと に な り ま す 。 

















いる よう に 、 協 同 組合 原則 を 否定 する も の で あり ます 。 


政府 が 進め 

















よう と し て いる 農協 中 央 会 の 新た な 組織 へ の 改編 、 連合 会 の 株 式 会 社 化 、 単 

















協 か ら 信 用 
えて いる 農協 
玉 | 連 は 、 20 


























持続 可能 な 農業 の あり 方 と し て 、 家族 農業 経営 の : 
定 供給 や 環境 保全 、 人 の 住め る } 








ーー 


14 年 を 「 国 際 家 族 農業 年 」 と し 、 食 糧 危 機 の 解決 と 1 




















































































































安定 供 
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上 雲寺 


集約 化 、 新 規 参 
衝 放 する た め に 、 障 害 


倫 や 農業 の 


9/ 























事業 を 奪う こと は 、 総合 事業 を 通し て 地域 の イン フラ を 提供 し 、 地域 経済 を 支 
事業 の 役割 を 否定 する も の で 、 地 域 と 雇用 の 崩壊 を も た らし ます 。 
食糧 主権 確立 の た め の 

































































及 を 呼び か け ま し た 。 安全 な 食料 の 安 
域 を 守る た め に も 、 家族 農業 経営 を 守り 育て 、 そ れ を 支 



























































える 農協 や 農業 委員 会 の 機能 を 強化 する こと こそ 必要 で す 。 
よっ て 国 に お いて は 、 以 下 の 事 項 に つい て 対策 を 講じ る よう 強く 求め ます 。 
記 
1 食料 自給 率 の 向上 を 目指 すこ と 。 
2 協同 組合 の 自主 性 を 守り 、 農協 の 株 式 会 社 化 等 へ の 組織 改編 、 独占 禁止 法 の 適用 除外 
等 を 含め 、 強 制 的 に 法律 で 押し 付け な いこ と 。 
3 「 農 協 改 革 」 は 、 地域 経済 や イン フラ を 破壊 し 、 農協 労働 者 は じ め 地 域 の 雇用 を 奪う 
も の で あり 、 中 止 す る こと 。 
4 農業 委員 の 公選 制 を 維持 し 、 農 業 委員 会 の 機能 を 充実 させ る こと 。 
5 所 有 方 式 に よる 企業 の 農業 参入 な ど 、 農 地 制 度 の 改定 は 見 直す こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 27 年 7 月 14 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 防 衛 大 臣 
【 件 名 】 国際 平 和 支 援 法 、 平 和 安 全 法 制 整備 法 の 廃案 を 求め る 意見 書 



































政府 は 、 第 1 8 9 国会 に 「 国 際 平 和 支 援 法 案 」 と 「 平 和 安 全 法 制 整 備 法 案 」 の 2 法案 を 
提出 し た 。 
私 際 平 和 支 援 法 案 は 、 多 国籍 軍 等 の 戦争 を 自衛 隊 が 随時 支援 で きる よう に する た め の 恒 
久 法 で あり 、 平和 安全 法制 整備 法案 は 、 集団 的 自衛 権 の 行使 を 可能 と する た め の 自 衛 隊 法 
改正 案 な ど 1 0 法案 を 一 括 し た も の で ある 。 

いずれ も 自衛 隊 の 武力 行使 の 条件 を 整備 し 、 こ れ ま で 自国 防衛 以外 の 目的 に 行使 で き な 
か っ た 自衛 隊 の 力 を 、 米国 等 の 求め に 応じ て 自由 に 行使 で きる よう に する も の で ある 。 戦 
争 を 放棄 し 、 戦力 の 不 保持 を 定め た 憲法 に 反する こと は 明らか で あり 、 戦 争 を 準備 する た 
め の 「 戦 争 法案 」 と 言う べき で ある 。 

政府 は 、 長年 に わた っ て 「 憲 法 第 9 条 下 に お いて 許容 され て いる 自衛 権 の 行使 は 、 我 が 
型 を 防衛 する た め 必 要 最 小 限度 の 範囲 に と ど ま る べき 」 と し て 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 や 他 
民 軍 の 武力 行使 と の 一 体 化 を 憲法 違反 と し て きた 。 
今 国会 で 審議 され て いる 2 法案 は 、 平和 憲法 下 の わ が 国 の 基本 政策 を 転換 し 、 戦争 を 放 
棄 し た 平和 国家 日 本 の あり 方 を 根本 か ら 変 えろ も の で あり 、 と う て い 認め る こと は で き な 










































































































































































































































































































































































日 本 国 憲法 第 9 条 は 、 国際 紛争 を 解決 する 手段 と し て 、 国権 の 発動 た る 戦争 と 武力 に よ 
る 威 史 又 は 武力 の 行使 を 永久 に 放棄 する こと を 宣言 し た 。 

戦後 7 0 年 の 節目 に あたり 、 日 本 国 憲法 の 先進 的 な 意義 こそ を 真 琶 に か み 締 め る べき で 
ある 。 

よっ て 、 政 府 に お いて は 、 以 下 の 事 項 を 実現 する よう 強く 求め る 。 
記 
国際 平和 支援 法 、 平 和 安 全 法制 整備 法 を 廃案 に する こと 





































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








